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NY マーケットレポート（2018 年 7 月 19 日） 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された新規失業保険申請件数やフィラデルフィア連銀製造業景況指数が市場予想を

上回る結果となったことから、ドル買いとなる場面もあった。しかし、トランプ米大統領が FRB の金融政策

やドル高に対して不満を表明したことが嫌気され、ドルは大半の主要通貨に対して下落した。その後、ホワ

イトハウスが大統領は金融当局の独立性を尊重しているとの声明を出したことで、ドルはやや持ち直した。 

 

 

主要な米経済指標結果 

新規失業保険申請件数 20.7 万件（予想 22.1 万件・前回 21.4 万件⇒21.5 万件） 

失業保険継続受給者数 175.1 万人（予想 172.5 万人・前回 173.9 万人⇒174.3 万人） 

米失業保険申請件数は、前週比-0.8 万件と 2週連続の減少となり、1969/12/6 までの週以来、約 48 年 7ヵ月

ぶりの低水準となった。申請件数の 4 週移動平均は、前週比-2750 件の 22 万 500 件だった。また、集計が 1

週遅れる失業保険継続受給者数は、前週比+0.8 万件の 175.1 万人となった。受給者数の 4週移動平均は、前

週比+6250 人の 173 万 5750 人。受給者比率は、前週から変わらずの 1.2％だった。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

フィラデルフィア連銀景況指数 25.7（予想 21.5・前回 19.9） 

 

出所：Bloomberg 
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景気先行指標総合指数（前月比） 0.5％（予想 0.5％・前回 0.2％） 

 

出所：Bloomberg 

 

要人発言 

ロス商務長官～自動車の輸入制限に関する公聴会で 

・鉄鋼やアルミニウムと同様に通商拡大法 232 条に基づく措置を招く結果となるかどうか、今述べるのが時

期尚早なのは明白だ 

・しかし、トランプ大統領は米自動車業界がどれほど不可欠であるかを理解している 

 

トランプ米大統領～CNBC インタビュー 

・金利の上昇に満足していない 

・利上げをするたびに FRB は追加利上げを望んでおり、そうした状況をさほど喜ばしいとは感じていない 

・FRB が最善と感じる措置を講じるよう任せている 

・米国の通貨は上昇している。これにより、われわれが不利な立場に置かれると言わざるを得ない 

・中国人民元は底値を付けている 

・とても良い人物（パウエル FRB 議長について） 
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ホワイトハウス 

・トランプ大統領は FRB の独立性を尊重 

・トランプ氏は米金融当局の決定に介入していない 

 

 

ダウ平均株価は 6営業日ぶり反落 

米株式市場は、米国が自動車の輸入制限を実施した場合、EU は対抗措置を取る方針だとの報道を受けて、投

資家心理が悪化して主要株価は軟調な動きとなった。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きが一時前日比 146

ドル安まで下落する動きとなり、6 営業日ぶり反落となった。また、ハイテク株中心のナスダックは続落と

なった。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


